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ウズベキスタンの多言語教育政策
―大統領令 PQ-1875 に焦点を当てて－
Multilingual Educational Policy in Uzbekistan
―Focusing on Presidential Decree PQ - 1875―
Urolboeva Dilshoda Gaybullayevna
ウロルボエヴァ　ディルショダ　ガイブラエウナ
This study examines issues in multilingual education in Uzbekistan. It analyzes the language 
acquisition method in multilingual society, the continuation of the tradition of Russian language 
education since the Soviet era and what problems are occurring about the new foreign language 
education policy introduced in 2012. In Uzbekistan's educational reforms in recent years the most 
emphasis is placed on foreign language education. On 10th December 2012, Presidential Decree 
was issued on "Measures to Improve Learning System for Foreign Languages", and it came to 
focus on learning foreign languages at each stage of education. In particular, English learning 
has been strengthened. Even at the compulsory education stage, English was taught from the 
secondary education stage, whereas after the presidential decree was issued, English education was 
introduced from the first grade of primary education. We analyzed the interview survey conducted 
to clarify the issues that arise at the time of implementation and execution of presidential decree 
PQ- 1875 at each educational institution. Policies introduced in 2012 are widely welcomed by 
language educators, education officials, and citizens. The language education policy the Uzbek 
government is doing to ethnic minority remains at a minimum, and ethnic minorities are placed in 
a situation where they choose socially dominant languages and limit the use of their mother tongue 
themselves. 
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1．はじめに
　多民族国家・多言語主義社会であるウズベキスタン
では複数の言語の位置と機能が公的に規定されてい
る。教育機関でもすでに多言語教育が行われている。
実際にウズベキスタンでは初等・中等教育はウズベク
語、ロシア語、カザフ語、キルギス語、タジク語、ト
ルクメン語、カラカルパク語の 7つの言語のいずれか
で行われている。ウズベキスタンの全ての学校におい
て「ウズベク語」、「ロシア語」、「外国語」が必修科目
である。グローバル化の中で、外国語教育の改革・拡
大は多くの国にとって重要な社会的課題、そして学校
教育の課題として認知されている。言語教育問題はウ
ズベキスタンにとっても重要な課題の一つである。
ウズベキスタンでは 2012年 12月 10日付で「外国語
の学習システムを改善するための措置について」大統
領令 PQ-18751（以下、大統領令 PQ-1875）が公布され
た。大統領令 PQ-1875が出され、外国語教育制度は
大きく変化した。外国語教育は学校教育の段階からで
はなく、全国の就学前教育機関においても行われるよ
うになった。
　「ウズベキスタン共和国法」と「人材育成プログラ
ム」の施行の枠組みの中で、高度な教育を受けた現代
的な若い世代を形成し、さらに国際社会に統合するこ
とを目的とした外国語教育システムが国内で開発され
ていることに留意すべきである。独立してから現在ま
での間に、51.7万人以上の外国語教師が訓練され、初・
中等教育の 5～ 9年生向けの英語、ドイツ語、フラン
ス語のマルチメディア教材、小学校での英語学習のた
めの電子リソースが作成され、中等学校、中等専門学
校において五千以上のリンガフォン教室が設置され
た2。
　しかし、言語学習を構成する現行のシステムを分析
すると、学習標準、カリキュラムおよび教科書は、特
に最新の情報およびメディア技術の使用において、現
在の要求を完全に満たしていないことが示されてい
る。教育は主に伝統的な方法で行われている。あらゆ
るレベルの外国語教育において連続的な外国語学習を
さらに発展させ、教師の研修と現代的な教材の提供が
必要であると考えられる。
　近代的な教育学や情報通信技術を用いた先進的な教
授法を導入することで、若い世代に外国語を教え、こ
れらの言語を流暢に話せる専門家の育成システムの改
善、そしてそれに基づき、世界文明の成果と世界の情
報資源の広範な利用のための条件と機会を創出し、国
際協力と対話の発展を図ることを目的とし、2013年
度からすべての地域において、外国語、主に英語学習
は中等教育の 1年生から、ゲームレッスン、口頭レッ
スンの形で、2年生からは段階的にアルファベット、
読書、文法の学習が開始されるようになった。中等教
育、中等専門教育機関の学習者や教員への教材、教授
方法論の提供、指定された期限を厳守する再出版はウ
ズベキスタン共和財務所下の出版基金の資本によって
無償で提供された。
　調整協議会は 2013年 5月 1日までに、初・中等教
育機関の 1年生から外国語教育が継続的に教えられる
こと、また、教育の全段階での外国語教育の継続性を
前提として、初・中等教育機関、中等専門教育機関、
高等教育機関の新しいカリキュラムとプログラムを承
認させた。教育スタンダード、教育プログラムとカリ
キュラム、教材作成、または、教育プロセスの編成に
は、外国語教育センター、国際的な専門家、外国語の
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専門家を任命する。
　外国語教育を再考察し、強化しながら、年度末試
験を改正する。国家試験センターは、省庁と一緒に、
2015/2016の学年度からすべての高等教育機関の入学
試験に外国語を導入することになった。ウズベキスタ
ン国立テレビラジオ会社、国家情報通信技術委員会、
ウズベク出版社とウズベキスタン情報局、ウズベキス
タン国家通信社は、子供や若者の関心を考え、子供た
ちや若者に外国語を教えることを目的としたテレビ番
組および地元テレビチャンネルを通じて、準備と放送
を行い、他国の歴史と文化、世界の科学技術的な映画
やアニメーション映画を、ウズベク語字幕を利用し、
定期的に放送するようになった。
　本研究の目的は、従来の研究では論じられることが
少なかった大統領令に焦点を当て、ウズベキスタンの
外国語教育政策の現状を明らかにすることである。大
統領令 PQ-1875が採択され、外国語教育が大きく変
化した。指令に基づき、以前中等教育の 5年生から
だった外国語教育が初等教育の 1年生から開始される
ようになった。このような変化を踏まえて導入された
外国語教育政策をめぐっていかなる課題が生じている
のかを分析した。
2．ウズベキスタンにおける言語政策 
　2.1 ソ連の言語政策
　ウズベキスタンの言語政策を理解するためには、独
立後の動向のみに注目することでは不十分だと考え
る。ソ連時代の言語政策を簡潔に分析し、説明する必
要があると思う。そこで、ソ連の言語政策の歴史を論
じ、ウズベク語が国家語として制定された 1989年ま
での言語政策の変容について述べていく。
　ウズベキスタンの言語政策を考える上で 20世紀ソ
ビエト時代の言語と民族を巡るイデオロギーは非常に
重要である。ソ連内では 150以上の言語が存在してい
た。多民族国家において、民族政策、特に、言語政策
の必要性が強く求められる。言語政策なしで、民族間
の問題を解決することが困難になるのは当然である。
共産主義のイデオロギーに基づいたソ連時代の言語政
策は、「どの言語も特権的な地位にない」と強調され
ていたが、実際にはロシア語の宣伝、普及、絶対的な
支配が目的とされていた3。
　Alpatovによると、1950年代のおわりから 60年代
はじめの時代をソ連のロシア化政策が一番活発な時代
だったと強調する4。ソ連の言語学者たちの多くは言
語政策、その目的と役割、重要性、その方向について
述べている。Sveytserは言語政策を「建設的」、「破壊
的」な政策に分別し、説明する。彼は「建設的」な言
語政策は言語構造、使用分野の拡大が文章語の作成や
開発などから構成されていると主張し、当時ソ連政府
が行っている政策を建設的な政策とあげた。「破壊的」
な言語政策の例として帝政ロシア時代の言語政策をあ
げ、民族の言語、文化をなくし、ロシア化に向けた
政策であったことを示した5。しかし、Mahmudovは
Sveytserを批判しながら、帝政ロシアの政策とソ連時
代の政策は同じものだという。この点は筆者と同意見
である。帝政ロシア時代もソ連時代も、支配地域での
ロシア化・ロシア語化政策の方針はある程度似たもの
であった。もちろん、そのような言語政策の本質は建
設的とはいえない。1世紀半にわたって、ウズベク語
は帝政ロシアとソ連の下で破壊的な言語政策の圧力を
受けていた。
　Kryuchkovaは当時の言語政策については次のよう
に述べている。
　どんな多言語、複言語の国でも言語生活を規制
する問題を避けることはできない。　問題の解決
には言語政策が必要である。ソ連の言語政策によ
り、ロシア語の使用普及は他の民族語の使用減少
の一つの理由となった。ソ連内の共和国の言語の
保存や普及よりも、ロシア語の普及が中心的な課
題とされていた。さらに、ロシア語の機能は、ソ
ビエト連邦の一般的な政治情勢に沿って、民主化
から遠く離れた手段によって拡大された6。
　彼女が指摘するように、ソ連時代の言語政策は民族
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語の普及ではなく、ロシア語の拡大を助長する政策に
しかみられない。
　一方、宇山（2005）はロシア語によって、中央アジ
アの科学技術や知識水準が高まったことや現在でもロ
シア語は異民族間の共通語であり、自国と外国を結ぶ
国際語として重要な位置にあること、ロシア語は中央
アジアの言語政策の中で重要な位置を占めていること
を指摘している。
　ここで、ロシア語の導入について見てみよう。19
世紀後半になり、現在の中央アジアの領域はロシア帝
国の支配国になり、ロシア人は中央アジア地域に関心
を持ち、この地域への流入を始めた。帝政ロシア政府
は 19世紀末以降、ロシア化政策を進めるようになっ
た。公的な場、教育の場で用いられる言語はロシア語
に限られた。しかし、広大なロシア帝国において地域
偏差は不可避であり、全ての地域にわたってロシア語
を共通語にすることは不可能なことであった7。
　1917年 10月革命後、教育と言語に関する政策は、
言語的多様性を助長するような、より民族に配慮する
政策へと移行した。1924年に成立された「ウズベク・
ソヴィエト社会主義共和国」から「ウズベク民族」あ
るいは「ウズベク語」という概念が形成された。ウズ
ベク語はソ連の言語であるロシア語との利害関係の中
で構成・再構成された8。同時期には「コレニザーツィ
ヤ（現地化）」9と呼ばれる民族政策により、現地語の
文章語の修正が行われ、民族共和国内部では教育や事
務などを現地語で行うことが目指された。また、文字
を持たなかった民族について、新しい文字が考案され
た。この時期は、現地語の文章語の修正や文字改革な
ど、言語政策の中でも実態にかかわる政策が集中的に
実施されたが、代表的な動きとして現地語のラテン文
字化があげられる。これは 1920年代にソ連の全ての
地域で起こった動きで、ウズベク語を含めテュルク語
系の言語が次々とラテン文字へと切り替えられた。そ
れまでウズベク語はアラビア文字に基づく文字で表記
されていたが、1920年以降徐々にラテン文字への移
行が始まった。
　1930年代になり、コレニザーツィヤ政策が放棄さ
れた。1938年には、ソ連のすべての学校においてロ
シア語教育10が義務化された。ロシア語教育の義務化
については 1938年の 3月 13日の党中央委員会・人民
委員会議共同決定が出された。さらに、1958年の教
育改革により、言語教育は大きく転換し、これまでは
原則として母語（民族語）によって教授言語が決定さ
れていたが、この改革により、子供を民族の学校に通
わせるかロシア語の学校に通わせるかは親の選択によ
ることとなった。ロシア語学校での民族語教育、民族
学校におけるロシア語教育はともに必修でなく選択科
目となる。当時ロシア語は行政や高等教育の場で広く
使用され、すでに社会的・政治的に権威のある言語と
なっていた。そのため多くの親が子供の将来の社会的
成功を考え、キャリアの助けとなるロシア語によって
教育を受けさせることを望んでいた。結果として、こ
の改革は、1938年のロシア語教育の義務化からさら
に一歩踏み出し、自由選択の形式のもとで、母語によ
る教育という原則を放棄し、ロシア語化教育を推進す
る重要な契機となった。1960年代後半には、ロシア
語はソ連邦のすべての諸民族の「第二母語」あるいは
「民族間交流語」11となり、ロシア語習得の意義が一層
強調されるようになった。しかし、ロシア語は法的な
地位を得られなかった12。
　ソビエト連邦に存在する 150以上の言語すべてを平
等に扱うことは不可能となり、共通語が必要となって
きた。この結果、国際言語としてのロシア語と、日常
的な言語としての民族語という不均衡なバイリンガル
状況が生まれた13。
　1950年代から 60年代にかけてのフルシチョフの時
代には、ロシア語教育が奨励されるようになり、その
結果、民族語は犠牲になったのも事実である。ロシア
語教育が推進されるようになり、ロシア語はソビエト
連邦の民族を統合する基本的な言語として主要な役
割を果たす言語となった。さらに、ブレジネフの時
代（1964～ 82）にはロシア語は「国家の宝」となり、
「諸民族を接近と融合」「ソ連人（Soviet People）」とい
う新しい歴史的共同体が強調されるようになった14。
1978年 10月 13日には、非ロシア語学校におけるロ
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シア語教育の水準向上のための措置について閣僚会議
決定が採択されたことで、ロシア語教育の改善に力が
入れられ、さらに 1979年にロシア語教育に関するタ
シケント会議で、民族共和国におけるロシア語教育の
意義が強調され、さらに、課外活動に関するロシア語
教育、就学前教育施設でのロシア語教育普及などが指
示された15。
　1980年代になると、社会におけるロシア語の使用
が厳格に求められるようになり、タシケント州におい
て「ウズベク語では電報を送れない」、「救急車を呼べ
ない」、「求人のために申請書はロシア語で記入しなけ
ればならない」といった状況が生じるほどロシア語化
の普及が進んだ。このロシア語と民族語の不均衡な関
係の拡大はそのまま民族言語の利害関係に繋がり、ソ
連崩壊時の 1989年には非ロシア系はバイリンガルか
マルチリンガルであったのに対して、ほとんどのロシ
ア人はモノリンガルであった。両言語間における社会
的機能の差が広がるほど、多くの非ロシア系は母語よ
りもロシア語を学習することになり、言語使用者の「自
発的」な選択によって、ロシア語の強化と民族語の弱
体化という社会的な状況がもたらされた16。このよう
にしてロシア語は法的地位を与えられることがないま
まに、「民族間交流語」として受け入れられたのである。
　ソ連崩壊に伴うウズベキスタン共和国の成立がロシ
ア語と民族語の関係を大きく変化させた。ウズベク語
の普及政策は独立前から行われており、1989年 10月
21日に、「ウズベキスタン・ソビエト社会主義共和国
国語法」が制定され、ウズベク語をウズベキスタンの
国語・公用語として位置づけた。法令では「政治的・
社会的・経済的・文化的領域におけるウズベク語使用
の促進」、「ロシア語の民族間交流語としての使用」、
「他の国内の言語への尊重」が示されていた。
　2.2　独立後のウズベク語化政策
　ウズベキスタンは、帝政ロシアの征服以前から、多
様な言語や方言が話されてきた地域である。以前か
ら、複数の言語状況を呈してきた地域でもある。その
中でもテュルク系諸言語やペルシア系のタジク語、ス
ラブ系のロシア語等が広く使用されている言語であ
る。また、ウズベキスタンの自治共和国であるカラカ
ルパキスタンの言語であるカラカルパク語も存在して
いる。ウズベキスタンの言語状況を説明することは困
難なことである。地域によって様々な言語が使用され
る。ソ連時代に公用語となっていたロシア語は、都市
部または中心部で使用者が多い。その理由は、ソ連時
代に中央アジアに流入してきたロシア人は都市部に集
中したからである。ウズベキスタンの場合、農村部に
居住しているロシア人は非常に少なかった。
　大都市のタシケント、サマルカンド、ブハラなどで
はバイリンガル（ウズベク語とロシア語）環境が特徴
的である。中でもサマルカンドとブハラなどではマル
チリンガル状況、つまり、ウズベク語、ロシア語、タ
ジク語などという言語を日常で使用し、使い分ける者
が多く存在する。周知のとおり、ウズベキスタンは多
民族国家であり、ロシア人、タジク人以外にも、ウク
ライナ人、朝鮮人、タタール人などが居住しており、
彼らは母語を使う者も少なくない。だが、これは家庭
内でしか使わない言語になる場合も多い。非ウズベク
人の多くは教育の言語としても、話す言語としてもロ
シア語を選択する場合が多い。
　世界は単一の言語の国家へ分割されているわけ
ではなく、行政上、ある国家の国民であることが、
一般的な言語行動はもちろんのこと、必ずしも社
会言語学的な帰属の指標となるわけではない。す
なわち、ある国はある言語ができる、使用すると
いう単純な図式が成立するのではなく、世界はよ
り複雑な多言語状況にあるということである17。
 
　小田桐が述べたように世界では各地において多言語
が存在し、A国は A言語、B国は B言語といった決
まりではなく、複雑な状況である。中央アジア地域も
そのような多言語使用者が多く存在する地域である。
そこで、中央アジアで人口の多い民族の割合を下記の
表 1でみてみる。
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　1991年 8月、ウズベキスタンはソ連崩壊に伴い独
立宣言を行い「ウズベキスタン共和国」として独立し
た。人口は中央アジアでは一番多く、World bank data 
baseのホームページによると、2018年の人口は 3295
万人である。面積は 44万 7,400㎢であり、これは日
本の約 1.2倍にあたる18。首都はタシケントである
が、その他、サマルカンド、ブハラ、ヒワなど「シル
クロード」の街として観光資源となる都市を有する。
多民族・多言語国家である。民族構成はウズベク人
（80％）、タジク人（4.9％）、ロシア人（3.8％）、カザ
フ人（3.6％）、カラカルパク系（2.2%）、タタール系
（1.%）、キルギス人（0.9％）朝鮮系（0.6％）、その他（3%）。
宗教はイスラム教スンニ派（88％）、ロシア正教（9％）、
その他（3％）となっている。言語状況は公用語であ
るウズベク語（74.3%）をはじめ、ロシア語（14.2%）、
タジク語（4.4%）、その他（7.1%）で構成される19。
　独立前のウズベキスタンでは上述したようにロシア
語が公用言語であり、ウズベキスタンではロシア語と
ウズベク語の両方が使われていた。ソ連崩壊後に、ウ
ズベキスタンは独立し、母国語としてウズベク語の振
興が図られ、ウズベク人を優遇するやや民族主義的な
動きが強まった。そういったことで、ロシア語母語話
者がロシアなど国外に移住することも多く、ロシア語
の勢いはソ連時代ほどではない。しかし、ウズベキス
タンでは公的な分野も含めて、現在でも社会の広範囲
でロシア語が用いられている。
　すでに述べたように、1989年の国語法によってロ
シア語は「民族間交流語」と規定されていたが、独立
後の 1992年 12月 8日に制定された新しいウズベキス
タン共和国憲法では、「国家語はウズベク語である」
ことが強調され、他の言語を尊重する態度は記されて
いるものの、ロシア語やタジク語、少数民族語などに
対する記述はない。
　1992年 9月ウズベク国家情報局総裁は、1993年 1
月 1日からウズベク語だけで情報を出すように声明し
た。独立以降はロシア語話者の多くは自国に戻るケー
スも発生し、言語風景も変わっていった。その後もウ
ズベク語はすべての公的機関や教育機関で使用され
るよう強力に促進され、1993年 5月の「憲法裁判法」
では、司法の場ではウズベク語が使用されるように
なった。さらに、1995年 12月 21日に「国語法」が
改訂された。この改訂により 1989年版では保証され
ていたロシア語の民族間交流語としての地位は失わ
れ、その他、学位論文、印・公証もロシア語からウズ
表 1　国籍による中央アジアの人口
民族 ウズベキスタン カザフスタン キルギスタン タジキスタン トルクメニスタン 
ウズベク人 14,142,475 332,017 550,096 1,197,841 317,333
ロシア人 1,653,478 6,227,549 916,558 388,481 333,892 
タジク人 933,560 25,514 33,518 3,172,420 3,149 
カザフ人 808,227 6,534,616 37,318 11,376 87,802 
タタール人 656,601 331,151 72,282 72,264 39,257 
カラカルパク人 411,878 1,387 142 163 3,062 
朝鮮人 183,140 103,315 18,355 13,431 2,848 
キルギス人 174,907 14,112 2,229,663 63,832 634 
ウクライナ人 153,197 896,240 108,027 41,375 35,578
トルクメン人 121,578 3,846 899 20,487 2,536,606 
ドイツ人 39,809 957,518 101,309 32,671 4,434 
ウイグル人 35,762 183,301 36,779 566 1,308
ベラルーシ人 29,427 182,601 9,187 7,247 9,200 
（出所）1989年ソ連人口センサス、Bahry , Shamatov.D, Niyozov.S(2008:5)
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ベク語へ変わった。1996年 9月 10日、閣僚評議会は、
改訂国語法に関する法律を支持して、「ウズベキスタ
ン国語法の実施に関する国家プログラム」と題する法
令を発表した。その主な規定は「国民に国語法に関す
る法律を説明する」、「毎年ウズベク語の日を祝う」、
「コンピュターを利用したウズベク語学習を開発す
る」、「外国語による科学技術のテキストをウズベク語
に自動翻訳するシステムを導入する」、「教育機関によ
るウズベク語教育を拡大する」、「高等教育機関におけ
るウズベク語教師の育成」、「ウズベク語があまりでき
ないウズベク市民のための無料ウズベク語講座」、「ウ
ズベク語学習のための会議や大会の開催」など、実際
的な言語計画を包括したものであった20。
　このようにして、ウズベキスタンが独立し、ソ連時
代のイデオロギーを廃止し、新しい国家、国民、国家
語を創造することが目指された。
3．大統領令 PQ-1875「外国語の学習システ
　 ムを改善するための措置について」
　3.1 インタビュー調査概要
　ウズベキスタンでは、上記でも述べたように、2012
年 12月 10日に大統領令 PQ-1875が採択され、教育
の分野、特に外国語教育政策に大きな変化をもたらし
た。各教育機関において大統領令 PQ-1875の実行の
際、様々な課題が浮かんできたと思われる。大統領令
の各教育機関での実施時に生じる課題を明らかにする
ため、インタビュー調査を行った。ウズベキスタンの
初・中等教育機関、中等専門教育機関で外国語教育の
分野で活動している現地人外国語教師（大半が英語教
師）、外国語教育担当者の協力を得ることができ、11
人に半構造化インタビュー21を実施した。サマルカン
ド市第 14番初・中等学校、ブルングル市第 54番、16
番の初・中等学校、ブルングル市農業カッレジを対象
教育機関として選んだ。高等教育機関でのプロセスを
検討するには、筆者が 7年間活動したサマルカンド外
国語大学を選択し、6人にインタビューした。協力者
は全て 17人である。
インタビュー調査では、質問を 2つの項目に分けた。
第 1項目では、協力者が今まで受けてきた言語教育、
外国語教育、言語政策に関する意見、及び言語使用な
どの内容を中心に行った。第 2項目では、協力者の大
統領令 PQ-1875に対する意見、大統領令の前後の外
国語教育状況について尋ねた。インタビューは主にウ
ズベク語、ロシア語で実施し、必要に応じて日本語ま
たは英語を使用した場面もあり、回答も同様である。
　調査協力者の多くは 1980年代生まれである。なか
では、ソ連時代の教育を受け、外国語教育を長期間に
わたって経験した協力者も含まれている。調査協力者
を以下それぞれ教育機関ごとに A、B、C 、D、E、F
と称する。
　次頁の表 2は協力者の一覧である。
　以下では調査結果の分析を紹介するに当たっては、
インタビュー対象者の発言を引用していくことにす
る。その際、インタビュー対象者の背景によって、イ
ンタビュー内容の解釈やニュアンスが異なると考え
る。記述する際、読み手に分かりやすくするためコー
ディングで表すことを適切だと考えた。例えば、F3、
F、35 の発言の場合は、話している人はサマルカンド
外国語大学の協力者で、女性であり、35歳であるこ
とが分かる。さらに、詳しい情報を得たい場合は、上
の一覧表を参照すれば、職業は日本語教師であること
まで把握できるようになっている。
　3.2 調査結果と分析
　　3.2.1 言語教育状況
　ウズベキスタンの現在の外国語教育を理解するため
には、ソ連時代の言語教育の状況とそれが果たした役
割の説明と分析が必要である。ウズベキスタン地域で
英語教育が学校教育、他の教育機関カリキュラムに組
み込まれたのは 1932年のソ連の政府による「中等教
育における外国語習得供給の必要性」法令が公布され
た時である。ソ連地域の当時の英語の授業は初・中等
教育の 5年生から教えられた。5年生と 6年生の英語
の授業は週 4時間で、7年生から 10年生22では週時
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間数は 3時間に決められていた。生徒は 10年生を終
了するまで合計 660時間の外国語授業を受けていた。
当時一学年は平均 33週間であった23。
　ここで、注目しておきたいのは、ロシアの外国語学
習時間とウズベキスタンの外国語学習時間が異なった
ということである。ウズベキスタンの生徒は外国語（主
に英語、フランス語、ドイツ語）を学習する前に、ロ
シア語を習得していた。これはロシア語が友好の言語
であり、ソ連の共通言語であったためだけではなく、
ロシア人以外のソ連人の使用言語であったためでもあ
る。ソ連の教育が民族言語で行われる地域では、ロシ
ア語が第二言語として教えられて、そのため、ロシア
語以外の外国語学習時間が減少した。
　1990年代末から 2000年代初頭にかけて、初・中等
教育、中等専門教育、大学を含むすべての教育現場に
おいて外国語教育改革の機運が高まり、ウズベキスタ
ンの外国語教育は新しい時代を迎えた。それにもかか
わらず、これらの変化がどのように実施され、どのよ
うな変更が導入されるべきか、誰が変化の創始者にな
るのか、教育セクターの変化に対する人々の反応には
不安定性があった。その理由は、ほぼ一世紀の間、ウ
ズベキスタンはソ連の下にあり、外国語教育における
一貫した改革を行っていなかったことによる24。
　ソ連時代の高等教育機関の外国語教育は英語、フラ
ンス語、ドイツ語、スペイン語の少なくとも 1つの外
国語が大学のカリキュラムに入っていた。週 2時間の
外国語の授業が、5年間の在学期間のうちの 4年間に
続いていた。その目的は、学生が自分の分野に関する
専門的な本や記事を読み、成果を上げるためであった。
よく学習される言語は英語とドイツ語であった。ほと
んどの大学レベルの英語教師の教育カリキュラムは、
文法や音声学の重要性を反映していた25。
　ウズベキスタンにおける外国語教育の改革は、主に
教育のあらゆるレベルと段階で英語を教えることに触
れた。ウズベキスタンの教育制度への英語教育の導入
は、上述のように 1932年に始まり、学習者が 12歳に
なる 5年生の初めに、中等学校で英語をはじめとする
外国語の学習が行われた。
　2013年度から初等学校で外国語教育が導入され、
外国語として主に英語、ドイツ語、フランス語を教え
表 2　調査対象者一覧
調査協力者 性別 年齢 所属
A1 F 70 第 14番の初・中等学校、英語教師
A2 F 32 第 14番の初・中等学校、英語教師
A3 F 33 第 14番の初・中等学校、英語教師
B1 M 36 第 54番の初・中等学校、英語教師
B2 F 38 第 54番の初・中等学校、英語教師
B3 F 30 第 54番の初・中等学校、フランス語教師
C1 M 29 第 16番の初・中等学校，英語教師
C2 M 29 第 16番の初・中等学校、英語教師
D1 F 35 ブルングル市農業カレッジ、英語教師
D2 M 32 ブルングル市農業カレッジ、英語教師
E1 F 34 サマルカンド国立外国語大学所属アカデミック・リセ、英語教師
F1 M 42 サマルカンド国立外国語大学、副学長
F2 M 35 サマルカンド国立外国語大学、副学部長
F3 F 35 サマルカンド国立外国語大学、日本語教師
F4 F 38 サマルカンド国立外国語大学、日本語教師
F5 F 27 サマルカンド国立外国語大学、韓国語教師
F6 M 31 サマルカンド国立外国語大学、英語教師
　　（ウロルボエヴァ　ディルショダ
　　  ガイブラエウナ）論文　　
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ることが多い。
　表 3に示すように、小学校 1年生から外国語教育が
始まり、2年生から教授言語がウズベク語の学校生徒
はロシア語を、教授言語がロシア語である学校の生徒
はウズベク語を学び始める26。
　筆者は初・中等教育機関での言語教育の現状を検討
するため、都市部のサマルカンド市第 14番初・中等
学校と農村部のブルングル市第 54番初・中等学校と
第 16番初・中等学校でインタビュー調査を行った。
この理由は地域の差を示すためである。
　筆者は各学校を訪問し、外国語教室、外国語の授業
を観察することができた。教室には現代的な機材と設
備（ノートパソコン、プロジェクター、DVD プレイヤー
など）が揃えている。学校によって、英語教室は英語
の授業のみに使う場合、別の教師と共同で使う場合、
またはほかの授業にも使う場合がある。
　ここで、協力者が今まで受けてきた言語教育、外国
語教育、言語政策に関する意見、及び言語使用などの
内容について述べておきたい。サマルカンド市第 14
番初・中等学校はサマルカンド州の都市部に位置して
いる。教員の多数が多言語の使用ができる。協力者の
全てが学校で 5年生から外国語教育（学校ではロシア
語、英語、フランス語など、大学ではロシア語と英語
以外第二外国語としてフランス語、ドイツ語、必修科
目としてラテン語）を受け、最低 3つの言語で自由に
話せる人が多い。中では家庭でもタジク語、ロシア語、
ウズベク語の言語を自然に使い分けている人もいた。
ブルングル市第 16番、第 54番初・中等学校は農村部
に位置している。ウズベク人が多く住んでいる地域で
ある。
　筆者の「ロシア語教育の必要性についてどう思いま
すか」という質問に 9割の協力者が肯定的な回答をし
た。「良い仕事に就くためにもロシア語が必要である」、
「社会人になってから、ロシア語の必要性をもっと感
じた。この社会はやはりロシア語が必要である」、「ロ
シア語は人を豊かにする」などの意見もあった。
　ソ連時代はウズベク語の地位はロシア語ほど高くな
かった。公的な場でもロシア語が要求されていた。ロ
シア語は共通の言語であり、豊かな言語だと認識され
ていた。独立後がウズベク語は強くなり、国家語と
なった。ロシア語は独立後、地位を失い、現在ではロ
シア語が話せない、分からない若者が多い。ウズベキ
スタンに住んでいるロシア系の人々は独立後もウズベ
ク語を学ぼうとしなかった。今までもウズベク語を習
う必要がないと思う人も存在している。ロシア人は独
立後もロシア語をエリートの言語として認識し、ウズ
ベク語を熱心に学ぼうとする人は非常に少ない。この
点については、Landau（2012）には、ウズベキスタン
のロシア人が最も多く住んでいるタシケント市を対象
にした調査がある。調査による結果としては、その地
域のロシア人のウズベク語能力は、知識人の中で 9％、
労働者では 3％しか持っていないことが挙げられてい
る。
　以下では、現在の言語教育状況について、協力者の
発言を引用し、説明していくことにする。
　この間、私の主人は税関に就職するため面接を
受けた。面接では、ロシア語、英語の能力がある
表 3　2018‐ 2019学年度初・中等教育学校の週間言語授業時間割
　　　　　　　　　    教　科
　学　年
初等教育 中等教育
1 2 3 4 5 6 7 8 9
国語と文学  8  8 10 10 9  7  5  5  5
ウズベク語／ロシア語  2  2  2  2  2  2  2  2
外国語  2  2  2  2  3  3  3  3  3
全教科週間授業数 22 24 26 26 30 32 34 35 37
（出所）Umimiy o’rta ta’lim maktablarining 1-11 sinflari uchun 2018-2019 o’quv yiliga mo’ljallangan tayanch o’quv rejasi.
ウズベキスタン公共教育省 2018-2019年度の基本カリキュラムにより筆者作成
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か、どの程度理解するか、話すことができるかに
ついて聞かれたそうだ。外国語の能力が必要と
されている分野が増えている。店、喫茶店など
の出入り口にも前は「Ochiq, Yopiq」、「открыто、
закрыто」27が書かれていたが、現在では「Open, 
Close」が使われている。（A2,F,32）
　
　この意見は現代の外国語能力は各分野で必要とされ
ること、または現在ではロシア語に代わり英単語の使
用が普及していることを指摘している。仕事上でも外
国語の能力が必要とされるようになってきた。サマル
カンド州はウズベキスタンの多言語地域であり、都会
では人々は普段ウズベク語、ロシア語、タジク語など
を使用しながら生活している。若いころから 3つの言
語を聞きなれて、多言語の使い分けが上手な人々もい
る。最近では英語が話せる人も増えている。 
　次の発言者は首都のタシケントで高等教育を受け 5
つ以上の言語能力を有している。学校でも活動的で、
上級教師 で人気がある教師だと評価されている。地
域の別の学校の外国語教師のトレーニングコース担当
者でもある。兼職として週に一回教師訓練研究所教師
を務めている。現在のロシア語の状況について次の通
り発言している。
　私は田舎で育てられ、都会で一人暮らしをし始
めたのは大学に進学してからである。有名な大学
に進学でき、勉強が好きで、言語学習が好きな学
生だった。大学に入ってロシア語の必要性につい
て感じ始めた。自分自身がウズベク語グループに
入っていたが、ロシア語が優先的に使われていた。
同級生は都会出身の学生が多く、ロシア語ができ
る人もたくさんいた。授業中もロシア語がよく使
われていた。学校でロシア語は学んでいたが、大
学で役に立つレベルではなかった。そのため独学
でロシア語を学んだ。社会に出てからこの言語は
非常に役に立っている。（A3,F,33）
　ウズベキスタンでは初・中等教育は 7つの言語のい
ずれかで行われているが、大学進学を希望する人はウ
ズベク語かロシア語で教育を受ける。大学レベルでは
教授言語がウズベク語であっても、授業中はロシア語
を良く使う学生（主に都会出身の学生）もいる。
　私はロシア語がまったくできない。聞いて少し
理解できても、話せない。これは私の欠点だと思
う。大学はジッザフ市にある教育大学の英語学科
を卒業した。卒業後田舎に帰って、英語教師を務
めている。ロシア語、英語が上手であったら、都
会で仕事したかった。学校時代に熱心に学ばな
かったことを後悔している。（C2,M,29）
　上述の発言から、外国語能力が高ければ、（都会で）
いい仕事に就くことができると考え、学校で言語学習
を一生懸命頑張らなかったことを反省している。独立
後はウズベキスタンで都市化が進むようになり、田舎
から都会の大学等に入学し、卒業後都会で仕事に就
き、住んでいる人も現在では少なくない。
　ロシア語はあまり上手ではないが、理解はでき
る。田舎の学校で働いているから回りの人々はウ
ズベク人が多いから、ロシア語はまったくできな
くても問題ではない。都会ではいろいろな民族が
混ざって住んでいるからロシア語は仕事上でも必
要であると思う。（B2,F,38）
　上記は田舎の学校の英語教師の発言である。ウズベ
キスタンの言語使用状況を見てみると、都会と田舎の
差が大きい。都会では多言語状況が深く感じられる。
人々の大半が少なくとも二つから三つの言語を使いこ
なすことができる。地方では、中心部ではロシア語
ができる人が存在するが、中心部から離れるにつれ、
まったくできない人の割合が高くなる。日常では自民
族の言語しか使われていない地域が多い。
　次は、中等専門教育機関の現状を見てみる。ウズベ
キスタンは、1991年の独立以降、市場経済への移行
に取り組んでおり、経済や社会だけではなく教育の分
　　（ウロルボエヴァ　ディルショダ
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野も変化してきた。独立以降の教育システムはソ連時
代の教育システムと大きく異なり、1992年 7月 2日
に「教育に関する法律」が制定され、様々な活動が積
極的に行われた。一般教育分野では、高等学校の「リ
セ Litsey」と「カレッジ Kollej」といった新しいタイ
プの教育機関が設立された。だが、制定された「教育
に関する法律」は急速に発展しつつあるウズベキスタ
ンの社会的要求と現状に対応できていないと認識され
た29。そこで新たな教育プログラム「人材育成に関す
る国家プログラム」が 1997年 8月 29日に策定された。
「教育に関する法律」も改正された。「人材育成に関す
る国家プログラム」では、義務教育制度が 9年制か
ら 12年制に変わり、「アカデミック・リセ  Akademik 
Litsey」と「職業カレッジ Kasb-hunar kolleji」が拡充
されたりするなど、教育改革が進展した。また、カリ
キュラムの見直し、教師の再訓練、教科書の作成、教
育の水準向上などを目指した。この 12年間制度はお
よそ 20年間続いている。この期間には国で数多くの
リセやカレッジ設備が建設された。2017学年度から
初・中等学校が 11年制度に戻り、11年制度の学校教
育が再開された。多くのカレッジやリセが廃校される
に至った。現在では、11年制度の教育と 12年制度の
教育が両方存在し、生徒自身もしくは生徒の親との相
談で選択して進学先を決めることになる。
　以下の表 4と表 5は 2018-2019学年度中等専門教
育学校の週間言語授業時間割である。
　ソ連時代のウズベキスタンでは当然のことながら共
通の言語はロシア語であった。またロシア語ができな
ければ職業面でも不利であった。英語、ドイツ語、フ
ランス語、スペイン語などの外国語は教えられてはい
たが、それらの言語を習得しても、活用する場が少な
かった。なぜなら、海外との交流、情報交換の面では
極めて限定的であったためである。
　ここでまず、カレッジの英語教師の発言を取り上げ
る。
表 4　2018－2019学年度中等専門教育学校の週間言語授業時間割
教　　　科 学年と週間時間数
1 2 3
国語と文学  3  3  3
ウズベク語／ロシア語  2  2  2
外国語  3  3  3
全教科週間授業数 36 36 38
表 5　2018－2019学年度中等専門教育学校の週間言語授業時間割
教　　　科 学年と週間時間数
10 11
国語と文学   2.5  4
ウズベク語／ロシア語  2  2
外国語  3  3
全教科週間授業数 36 36
（出所）Umimiy o’rta ta’lim maktablarining 1-11 sinflari uchun 2018-2019 o’quv yiliga mo’ljallangan tayanch o’quv rejasi. ウ
ズベキスタン公共教育省 2018-2019年度の基本カリキュラムにより筆者作成。
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　言語教育、特に外国語教育は現代になって非常
に重視されているが、特に大学への進学を考えて
いる学生が入試のため熱心に勉強する。カレッジ
の学生は主に就職をめざしている学生が多い。進
学率が低い。進学を希望している学生は特別な言
語センターまたは塾に通い、家庭教師を利用し入
試のための準備を済ませる。（D1,F,35） 
　現在、ウズベキスタンでは入試で外国語の科目がど
の学部でもある。学生に必ず外国語の知識が求められ
ている。教育機関での授業を受けるだけで進学するこ
とは非常に難しいとされている。進学の道を選んだ学
生は親と相談し、授業の後、特別な塾または進学準備
コースに通うのが多く見られる。
　リセとカレッジの違いはリセの場合進学を希望
している学生が多い。カレッジは主に義務教育の
続きとして進学した学生が多い。リセの教師とカ
レッジの教師の違いが大きい。リセの教師の質が
いいともいえる。リセに採用される前に自分の専
門科目の試験を受けなければならない。すべてで
はないが、リセの教師は何人かの学生に放課後に
教室で教える個人授業もすることができるので収
入も高い。カレッジでは学生が主に就職するか、
そのまま勉強を続けない状況になるため個人教師
を希望する人がいない。（D1,F,35）
　上述の発言では、リセでの教育とカレッジでの教育
が比較されている。リセではより良い教育、進学に向
けての勉強がなされ、カレッジでは就職に向けた教育
がなされているといえる。またカレッジとリセの教師
の違いもあり、リセの教師は授業後の個人教師をして
収入を増やすこともできることが上の発言で言及され
ている。特に大統領令の後、外国語教育に関する人々
の考えが大きく変化し、子どもに英語を習わせ、個人
教師の授業を受けさせる傾向が多くみられる。
　大統領令は初・中等学校の外国語教育だけではな
く、中等専門教育機関の段階にもかなりの影響を与え
ている。教師がより責任を感じ、生徒により良い教育
を与えるようにしている。現在、CEFRの 4つの段階
（Speaking, Reading, Grammar, Writing ）に注目し、授
業を行うことを目指している。だが、リセの学生は進
学のため文法能力を高めてほしい人が多い。入試問題
を解くためには文法と読解の力が強くなければならな
い。外国語教育が改善されるにつれて、入試問題も改
善すべきだと考えられる。
　ここで、高等教育機関の発言者のロシア語や言語政
策に関する意見を述べていきたいと思う。F3さんは
13年間の日本語教師としての経験を持ち、日本語教
育の分野に詳しい教育者である。彼女は小学校時代は
母国語以外にロシア語、英語を学び、大学教育ではロ
シア語、英語、第二外国語として日本語、大学院では
フランス語も少し勉強した。自分が受けたロシア語教
育については、次のように語った。
　社会人になって、特に大都市のサマルカンド市
は多民族地域の一つであるため、ロシア語の必要
性が高いと感じた。高等教育機関では教育はロシ
ア語とウズベク語で行われているため、両方知ら
ないといけない。ロシア語ができない人は出世も
できないと思う。（F3,F,35）
　つづいて、高等教育機関の協力者の意見を述べてい
く。
　独立後はウズベク語化政策が重視され、ロシア
語は支配国の言語であるため、取り除くべき言語
として見られ始めた。しかし、私の考えでは、ロ
シア語はウズベキスタンでは必要な言語だと思
う。世界言語の一つである。全ての研究者にとっ
てロシア語は必要である。情報が主にロシア語で
ある。独立後ロシア語が引き続いて教えられてい
るが、これはすぐに廃止することができないこ
とであった。これからは時間が経つとともに英
語がロシア語の地位に至っていくだろうと思う。
（F6,M,31）
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　ロシア語はとても必要な言語であると思う。今
の仕事にも必要である。ある授業の資料はウズベ
ク語でない場合ロシア語から翻訳して使用するこ
とになる。科学的に発展したい人は誰でも、ロシ
ア語をウズベク語のように知る必要がある。ロシ
ア語ができない人は仕事にさえ採用されなかっ
た。独立後はウズベク語の地位を高めるため、様々
な運動が行われた。道路の名前もウズベク語に変
えられ、レストラン、カフェなどの名前も外来語
ではなく、ウズベク語で名づけることが提案され
た。ソ連時代は書類が全部ロシア語で記されてい
た。ロシア語ができない人は他人のロシア語能力
を借り、書類の仕事を済ませたこともあったと聞
いたことがある。（F5,F,27）
　上記の発言では社会においてロシア語の位置はいか
なるものなのかがうかがえる。ソ連時代には事務はロ
シア語で行われたため、ロシア語ができない人は、他
の人の助けを借り、資料事務を済ませていた。彼らの
発言から現在の仕事でもロシア語の重要性が高いとい
うことが認識できる。
　　3.2.2 大統領令 PQ-1875 の重要性
　上述のように、大統領令 PQ-1875が公布され、2013
―2014学年度から初・中等教育の 1年生から外国語
が教えられる方策が始まった。ここで目指された目的
は近代的な教育・情報通信技術を駆使し、若い世代に
外国語を教え、これらの言語を流暢に話せる専門家の
育成、外国語学習システムの改善である。そしてそれ
に基づき、世界文明の成果と世界の情報資源の広範な
利用のための条件と機会を創出し、国際協力と対話の
発展を図ることが求められた30。
　ここからは、外国語教師らの大統領令に関する意見
や態度、実行の際に発生した課題について検討してい
きたい。
　大統領令の後、外国語教育は大きく変化し、教授法
や教科書が全て変わった。特に、コミュニケーション
能力の育成を目指している。さらに、就学前から英語
が教えられ、若いころから言語能力を育てるように
なってきた。 
　私は 5年生から外国語教育を受けていたが、現
在のウズベキスタンでの外国語教育政策は最も良
い方向だと感じている。1学年から外国語を身に
付けることは将来のために非常に役に立つと思
う。（C2,M,29）
　外国語教育は学校教育だけではなく、就学前教
育まで浸透してきた。我々外国語教師は生徒た
ちの外国語能力をさらに向上させるために、お
互いの教授法を共有し、現代的な技術を有効に
活用し、質の高い授業を行わなければならない。
（A3,F,33）
　上述の例から、就学前段階、初等教育の 1 年生とい
う早い段階から子供たちに外国語、とくに英語を学習
させることが重要視されていることがわかる。良い仕
事に就くためにも外国語能力が必要であると考える
人々が増加している。
　ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）が、国家標準
策定のための主要な枠組みとして採用されることが
2013年 5月 8日の内閣総理大臣決議により承認され
た。
　ウズベキスタン共和国の「国家教育スタンダード」
に基づき、外国語学習は次頁の表 6のとおりの段階で
行われる。
　表 6の基準に基づき、教育機関の特性を考慮して、
外国語教育（英語、フランス語、ドイツ語およびその
他の言語）の調整および評価指標、認定カリキュラが
作成され、関連省庁の承認により認定される。
以下の発言は同大学の外国語教師らのものである。
　大統領令 PQ-1875では外国語学習の改善につ
いて語られているが、主に英語教育が重視されて
いる。もちろん私はこの点を欠点とは言わない。
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現代では、英語が世界の強い言語のひとつとして
見られ、国際的な公式の場やインターネットサイ
トでも英語が使われているのが現状である。英語
が重視されることにより、他の外国語の学習に対
する関心がある程度低下し始めた。例えばソ連時
代から長年教えられてきたフランス語、ドイツ語
などの外国語に関する学習への関心も低下してき
た。子供に世界で優位な言語である英語を学ばせ
たいと思う親の数が増加してきた。今までフラン
ス語ドイツ語を学んできた生徒は親の希望によ
り、英語のクラスに移る傾向も多くみられるよう
になってきた。そういった状況からは、フランス
語、ドイツ語の教師の多くが失業する傾向がみら
れる。（F1,M,42）
　現在の外国語教育については肯定的であるが、
就学前の外国語教育にはまだ考慮が必要ではない
かと考える。ウズベキスタンの経済的、政治的、
科学的な発展には英語教育は特に必要だと思う。
英語は現在国際語として見られ、世界の多くの地
域で使用されている言語でもある。貴重なアー
カイブと作品の多くは英語で書かれたものが多
い。人間の科学的な向上、現在ではビジネスを発
展させることも英語教育に頼る側面が大きいとい
える。（中略）現在は英語が優先され、別の外国
語の地位が変化し始めた。日本語もそういった言
語の一つだと思う。外国語は英語だけではない。
（F4,F,38）
表 6　外国語学習の段階的な基準
教育水準 卒業者 欧州共通基準枠組 学習レベル
初・中等教育
小学生（4年生卒業者） A1 外国語学習の初期レベル
9年生の卒業者 A2 外国語学習の基本レベル
外国語を専門とする 9年生の卒業者 A2+ 外国語学習の強化されたレベル
中等専門教育
外国語を専門としないアカデミック・
リセの卒業者
B1 外国語学習の自主的な学習レベル職業カッレジの卒業者
外国語を専門としないアカデミック・
リセの卒業者（第 2言語として）
外国語を専門とするアカデミック・リ
セの卒業者
B1+ 外国語学習の強化された自習学習
レベル
高等教育
高等教育機関の外国語を専門としない
学部の学士卒業者
B2 外国語学習の自由なコミュニケー
ションレベル
高等教育機関の外国語を専門としない
学部の修士卒業者
高等教育機関の外国語を専門とする学
部の学士卒業者（第 2言語として）
高等教育機関の外国語を専門とする学
部の学士卒業者
C1 外国語学習のネイティブコミュニ
ケーションのレベル高等教育機関の外国語を専門とする学
部の修士卒業者
（出所）ウズベキスタン共和国「国家教育スタンダード」から筆者作成
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　前はロシア語が重視されていたが、現在は英語
が重視されている。現在博士課程の外国語専攻で
はなくても英語で試験を受け、英語で意見を言え
るようにという条件がある。これらのことからも
英語が重視さていることが分かる。また最近では、
あらゆる組織のトップに位置する人も英語能力が
必修とされている。（F6,M,31）
　社会において外国語教育の状況が変わり、外国語を
習得する人が増加していることを強調されている。英
語教育の普及は肯定的に評価され、次世代の英語能力
の向上が期待されていることがわかる。大統領令 PQ-
1875は教師らによって大歓迎され、社会の各分野に
おいて外国語能力が認められている。大統領令公布
後、特に、英語教育が重視される一方、フランス語、
ドイツ語、日本語のような他の外国語を地位が変化し、
低下しつつあることも上の発言で語られている。ウズ
ベキスタン政府は次世代の英語能力を重視し、優位の
言語として見做されている。近年、子どもに外国語特
に英語を習わせる傾向も強まっていることも現状であ
る。
　日本語学科では教材が不足している。ウズベキ
スタンでは日本語の教科書の出版が難しい。ウズ
ベキスタンで出版しようとしても日本側の許可が
求められ、許可なしでは勝手に出版できない状況
である。電子版も入手しにくい。日本側の教材支
援は受けている。最近の支援で図書館に日本文化、
日本語に関する教材がだいぶそろってきた。しか
し、学生は教科書をコピーして利用するケースが
多くみられる。（F3,F,35）
　2006年は日本政府からの支援を受け、リンガ
フォン教室ができた。当時は日本人教師がいて、
機材の使い方を教えてもらったが、その教室は日
本語学科の学生だけではなく、他の学科の学生と
共有で使用したため、数年間後に壊れてしまっ
た。機材は日本製であったため、部品も手に入れ
られなくて、大変な状況であった。修理するのも
困難であった。2016年までは、毎年 JICAボラン
ティアの日本語教師が1－2人派遣されてきたが、
2016年から現地人の教師しか教育を行っていな
い。外国語学習の際、ネイティブ教師の存在は必
須であると考えている。学習者は生の日本語を聞
くことも少ない。 （F4,F,38）
　上述の発言は英語と日本語の教師らのものである。
ここでは大学での教材と教師不足の点について語られ
ている。筆者も経験したことであるが、日本語教育の
分野では数年前から教材不足と教師不足は大きな課題
であるといえる。
　ソ連時代は、ロシア語ができる人はさまざまな分野
で優遇されていた。出世するための条件としてロシア
語の習得が必須であり、いくら優秀でもロシア語の能
力がないという状況では仕事に就くことは困難であっ
た。だが、現在の社会においてもロシア語能力が必要
とされている分野も少なくない。ソ連時代に中央政府
は民族的なアイデンティティを抑え、すべての人をひ
とつのソ連の国民として一体化するために、ロシア語
政策を実施した。さらに、生活上で必要な書類の事務
がロシア語で行われたため、ロシア語は生活上では必
要不可欠であった。
　上述の発言者全員の共通点は、人々は社会において
外国語能力、特にロシア語と英語の必要性を高く感じ
ているということである。ウズベキスタンにおいてロ
シア語の影響がいまだに強い。独立当初、国民統合の
手段として、政府はウズベク語政策を積極的に推進し
てきたため、ロシア語は、独立後はいったんニーズが
低下した。だが、時間が経つにつれ、最近では、ロシ
ア語の需要が再び高まっていることが上の発言からも
うかがえる。
　また協力者の発言では、特に英語教育が重視される
ようになり、他の外国語教育が低下していることが問
題視されている。言語センターも年々増加し、外国語
を学習する人が増え、子どもに外国語を習わせ、外国
語能力が有するものは条件の良い仕事に就くことが楽
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になると考えられている。
　大統領令 PQ-1875が外国語教師らや教育担当者に
よって肯定的に歓迎され、各教育機関において指令の
実施が活発的に行われている。各教育機関が政府から
の支援を受け、質の良い授業を行いため協力が続けら
れている。外国語教室には現代的な機材、教材が揃っ
ているが、その使い方、故障の際の修理が問題とされ
ているのも課題の一つであった。
4．おわりに
　本研究では、ウズベキスタンの多言語教育における
課題について検討した。多言語社会における言語習得
のあり方、ソ連時代以来のロシア語教育の伝統がいか
に継続してきたか、また、2012年に導入された新外
国語教育政策をめぐっていかなる課題が生じているの
かを分析した。近年ウズベキスタンの教育改革のなか
でもっとも重点が置かれているのは外国語教育であ
る。2012年 12月 10日に「外国語の学習システムを
改善するための措置について」大統領令が出され、教
育の各段階で諸外国語の学習に力を入れるようになっ
た。特に、英語の学習が強化されている。義務教育段
階でも、以前は中等教育段階から英語が教えられてい
たのに対し、大統領令が出された以降は、初等教育か
ら英語教育が導入された。具体的には、2013年 4月
に初等教育 1年生向けの英語の教科書が出版され、ウ
ズベキスタンの各州にある選定された学校で、試行的
に授業が行われた。その後、同年 9月から全国の初等
教育機関で英語の授業が実施されるようになった。
　ウズベキスタンではソ連期においてロシア語が重要
な地位にあった。独立直後には国家語が重視され、ロ
シア語の地位が失われ始めた。しかし、グローバル化
が進展している現代では、多言語能力が必要とされ、
特に英語、中国語、ロシア語のような国際語の学習が
進んでいる。各分野において外国語能力（特に、英語
とロシア語）が求められ、外国語能力を有する者は条
件が良い仕事に就けるという人々の意識が強く、子ど
もに幼いころから外国語を学ばせたい人が増加してい
ることがわかった。ソ連崩壊から、28年が経過した
ウズベキスタンでは今日でもロシア語の必要性がまだ
高い。政府は次世代に対して、国の発展、様々の分野
での改革のために、英語運用能力を求めている。
　インタビュー調査で分かったことだが、2012年か
ら導入された政策は言語教育者、教育関係者、ならび
に、総じて国民の間で広く歓迎され、独立前のロシア
語教育に代わり、英語教育が盛んになっているともい
える。
　ウズベキスタン政府が少数民族に対して行っている
言語教育政策は問題視されている。少数民族は社会的
に優位な言語を選び、母語の使用を自ら限定する状況
に置かれている。この点は十分の考察が必要であるこ
とが明確化された。民族国家であるウズベキスタンに
おいて、このような少数民族の言語状況が生まれてい
る背景とその影響は、国民統合という課題に照らして
も、明らかにすべき重要な問題である。
　最後に、今後さらに追及すべき課題について述べて
おきたい。
　英語教育が重要視されるようになる一方で、他の外
国語（特に、西洋語のフランス語、ドイツ語、東洋語
である日本語、韓国語など）の地位の低下が問題視さ
れている。さらに、その政策の中で少数民族学校での
教育が後退しつつある。少数民族の母語で教育を受け
る権利が保障される一方で、国家語であるウズベク語
と第二言語であるロシア語の学習も義務付けられてい
る。学校教育において母語、ウズベク語とロシア語、
さらに外国語の学習の負担が大きく、それに割り当て
られる時間数は他の教科目の学習時間数から差し引か
れることによってなされるため、これは少数民族が質
の高い教育を受ける権利を侵害しているといえる。さ
らに、高等教育への進学の際、母語で受験できないた
め、彼らに不利をもたらしている。グローバル化の波
はウズベキスタンにも押し寄せているが、その中で少
数民族の言語教育はどうなっていくのであろうか。
　本研究ではウズベキスタンの各教育機関での外国語
学習をめぐる課題や問題点を検討したが、英語以外の
外国語教育の実態や少数民族学校における外国語教育
　　（ウロルボエヴァ　ディルショダ
　　  ガイブラエウナ）論文　　
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のあり方は十分に考察できなかった。これらの問題の
解明を今後の課題としたい。
注
 1　PQ-1875は Prezident Qarori-1875の省略で、日本語訳は「大統領指令 1875号」である。
 2　http://www.lex.uz/docs/-2126032
 3　Mahmudov (2016: 17)
 4　Алпатов (2000: 91-92)
 5　Швейцер.A ( 1976: 150-151)
 6　Крючковa (1989: 15)
 7　塩川（2004：135）
 8　福島（2012：101）
 9　1920年代における現地化政策。
10　教科としてロシア語を学習すること。
11　「民族間交流語」とは法的な地位ではなく、社会の構成員によって自発的に受け入れられた言語である。
12　ソ連時代の民族史に関しては、塩川（2004）小田桐 2015を参照。
13　福島（2012：102）
14　塩川（2004）、Landau & Kellner-Heinkele (2001)を参照。
15　塩川（2004：150） 
16　福島（2012：101）、Landau & Kellner-Heinkele (2001: 54-58)
17　小田桐（2015：30）
18　以上のデータはWorld bank database の Population totalより算出した。
19　АльманахУзбекистан (Ташкентцентр экономических исследований 2009: 13)
20　Landau and Kellner Heinkele( 2000:116)
21　半構造化インタビューは、質問項目をあらかじめおおよそ決めてはいるものの、話題の展開にあわせて新
たな質問をつけ加えたり、発問の順序にこだわることなく質問したりする方法である。回答のしかたも個々
の回答者に任されている。また、構造化インタビューと同じく、どの被調査者にも同じ内容の質問を投げ
かけているため、必然的に回答もある程度構造化されたものになる。それゆえ、あとのデータ分析が行い
やすくなる側面もある（谷・芦田 2009）。
22　当時、義務教育は 10年間の義務教育であった。
23　Hasanova (2007: 3)
24　Urazbayev H (2017: 110)
25　Hasanova (2012: 258)
26　教授言語がカラカルパク語、タジク後、カザフ語、キルギス語、トルクメン語である学校の場合、外国語
学習時間数に割り当てられる時間数の確保は他の教科目の学習時間数から差し引かれることによってなさ
れる。
27　「Ochiq」、「Yopiq」はウズベク語で、「Oткрыто」、「Закрыто」はロシア語で、「開店」「閉店」に当たる。
28　3年間に 1回行われる特別な教師向けの試験で合格すると、級が認められる。2級、1級、上級の段階があり、
上級は一番高い級とされている。
29　ヒクマトラエフ（2015: 8）
30　ウズベキスタン国家通信社を参照。
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